
「金融庁の１年（2024 事務年度版）」第２部第５章第４節 

第２部 金融に関する制度の企画及び立案 

 

第５章 審議会等の活動状況 

 

第４節 金融トラブル連絡調整協議会 

 

金融トラブル連絡調整協議会 1は、2000 年９月７日の第１回会合以降、

これまで 68 回の協議会を開催してきた。 

 

第 67 回金融トラブル連絡調整協議会 

2025 年２月 12 日、第 67 回金融トラブル連絡調整協議会を開催した。同

協議会では、指定紛争解決機関の業務実施状況（令和６年度上半期）、「「金

融機関とのトラブルに関する相談・苦情窓口（金融 ADR 機関）一覧」の作

成について」及び「指定紛争解決機関における苦情処理手続の対応につい

て」等に係る報告・意見交換を行った。 

 

第 68 回金融トラブル連絡調整協議会 

同年６月 23 日、第 68 回金融トラブル連絡調整協議会を開催した。同協

議会では、指定紛争解決機関の業務実施状況（令和６年度）及び「ADR 機

関の連携について」等に係る報告・意見交換を行った（資料２、３参照）。 

 
1 座長は、神作裕之 東京大学大学院法学政治学研究科教授。金融審議会答申（2000 年６月）を踏まえ、業態の枠を超

えた情報・意見交換等を行い、金融分野における裁判外紛争処理制度の改善につなげることを目的として、消費者団

体、学識経験者、業界団体・自主規制機関、関係行政機関等の参加により、同年９月より開催している。（資料１参

照） 



令和７年６月２３日現在
（消費者行政機関等）
消費者庁地方協力課長 赤 井 久 宣
国民生活センター  審議役 兼 紛争解決委員会事務局長 浦 川 有 希
東京都消費生活総合センター所長 小 菅 秀 記
日本司法支援センター本部第一事業部情報提供課長 山 口 昭 典

（消費者団体）

全国消費者団体連絡会政策スタッフ 大 出 友 記 子

日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会　元理事 唯 根 妙 子
全国消費生活相談員協会参与 渡 邊 千 穂

（指定紛争解決機関）
全国銀行協会金融ＡＤＲ部長 寺 内 美 穂 子
信託協会信託相談所長 岩 田 和 郎
生命保険協会生命保険相談室　室長 小 峰 雄 一
日本損害保険協会理事　損害保険相談・紛争解決サポートセンター本部長 森 脇 隆 正
保険オンブズマン専務理事 種 村 尚
日本少額短期保険協会専務理事 大 槻 正 志
証券・金融商品あっせん相談センター事務局長 丸 野 雅 人
日本貸金業協会貸金業相談・紛争解決センター長 菅 原 健

（業界団体・自主規制機関）

全国信用金庫協会業務管理部長 関 谷 祐 樹

全国信用組合中央協会しんくみ相談所　所長 阿 部 雅 彦

全国労働金庫協会 法務部長 大 島 ひ ろ み

日本商品先物取引協会相談センター長 小 河 哲

農林中央金庫経営企画部部長（農漁協系統金融機関代表） 間 崎 久

不動産証券化協会市場基盤ディビジョン長（資格制度担当）兼苦情相談室長 深 津 明

日本資金決済業協会事務局長 鈴 木 徹

日本暗号資産等取引業協会管理部部長 舟 田 仁

日本金融サービス仲介業協会事務局長 小 柳 雅 彦
電子決済等代行事業者協会事務局長 正 木 道 治

（弁護士）
アンダーソン・毛利・友常法律事務所 斎 藤 輝 夫
東京合同法律事務所 坂 勇 一 郎

（学識経験者）

東京大学大学院法学政治学研究科教授 沖 野 眞 已

【座長】 学習院大学大学院法務研究科教授 神 作 裕 之

一般社団法人メディエーターズ代表理事 田 中 圭 子

上智大学法学部教授 森 下 哲 朗

京都大学大学院法学研究科教授 山 田 文

（金融当局）

金融庁総合政策局リスク分析総括課長 大 城 健 司

金融庁企画市場局総務課長 繁 本 賢 也

金融庁監督局総務課長 木 村 隆

金融庁総合政策局コンダクト監理官 小 畠 貴 志

金融庁金融サービス利用者相談室長 森 田 哲 次

経済産業省経済産業政策局産業資金課　課長補佐 松 村 光 泰

厚生労働省雇用環境・均等局勤労者生活課労働金庫業務室室長補佐 村 瀬 友 哉

国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課不動産投資推進室課長補佐 大 西 良 宜

総務省情報流通行政局郵政行政部企画課貯金保険室長 芥 唯 一 郎

農林水産省経営局金融調整課組合金融調査官 安 田 知 己

〔計42名〕
（事務局）
金融庁金融トラブル解決制度推進室長 髙 島 さ や 香

〔合計43名〕

（敬称略、順不同）

金融トラブル連絡調整協議会委員名簿 （資料１）



前年
同期比

不開始 解決 移行 不応諾 不調 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

111 1,041 4% 1,152 1,058 94 0 803 61 0 34 0 160 1,058 764 150 105 39 1,058

2 3 ▲50% 5 3 2 0 3 0 0 0 0 0 3 1 0 1 1 3

340 1,226 3% 1,566 1,245 321 0 753 374 0 7 0 111 1,245 393 317 371 164 1,245

1,542 4,526 ▲1% 6,068 4,374 1,694 0 3,792 305 0 246 0 31 4,374 1,101 1,673 766 834 4,374

24 130 ▲7% 154 132 22 4 79 13 0 35 0 1 132 48 56 25 3 132

7 45 29% 52 45 7 0 13 28 0 0 0 4 45 17 19 7 2 45

136 696 ▲22% 832 752 80 0 583 169 0 0 0 0 752 410 216 107 19 752

1 64 94% 65 64 1 0 46 1 1 16 0 0 64 59 4 0 0 63

2,163 7,731 ▲1% 9,894 7,673 2,221 4 6,072 951 1 338 0 307 7,673 2,793 2,435 1,382 1,062 7,672

指定紛争解決機関の苦情処理手続実施状況
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

１．苦情処理手続の実施状況 （単位：件）

(指定紛争解決機関名)

（1）苦情処理手続件数（当期の状況） （２）苦情処理手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）苦情処理手続（不応諾及び移送を除く。）

の所要期間（当期の既済事件）

受付件数
計

当期の
既済件数

当期の
未済件数

前期の
未済件数

当期の
受付件数

全国銀行協会

信託協会

合計

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

（注２）計数は速報値である。

生命保険協会

日本損害保険協会

保険オンブズマン

日本少額短期保険協会

証券・金融商品
あっせん相談センター

日本貸金業協会

【凡例】
○不開始・・・手続が開始される前に苦情が解決したため、手続開始に至らなかったもの。
○解 決・・・手続開始後に苦情が解決したもの。
○移 行・・・苦情処理手続を実施したが、最終的に紛争解決手続へ移行したもの。
○不応諾・・・金融機関が苦情処理手続に応じなかったもの。
○不 調・・・苦情処理手続を実施したが、申立人の納得が得られなかったもの（移行を除く）。
○移 送・・・指定紛争解決機関が、他の指定紛争解決機関の苦情処理手続に付することが適当と認めたもの。
○その他・・・苦情処理手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。

（資料２）



前年
同期比

和解
特別
調停

見込み
なし

双方の
離脱

一方の
離脱

不応諾 移送 その他 計 １月未満
１月以上
３月未満

３月以上
６月未満

６月以上 計

50 67 ▲26% 117 86 31 38 0 42 0 6 0 0 0 86 0 28 10 48 86

0 0 増減なし 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

231 382 1% 613 325 288 18 70 227 0 10 0 0 0 325 11 35 137 142 325

241 640 18% 881 607 274 202 1 374 0 27 0 0 3 607 4 87 324 192 607

5 15 ▲38% 20 15 5 10 0 5 0 0 0 0 0 15 0 8 6 1 15

4 28 65% 32 27 5 3 8 15 1 0 0 0 0 27 4 11 10 2 27

82 170 ▲23% 252 199 53 149 0 46 0 3 0 0 1 199 0 15 114 70 199

1 3 ▲40% 4 2 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 2

614 1,305 2% 1,919 1,261 658 422 79 709 1 46 0 0 4 1,261 19 184 603 455 1,261

証券・金融商品
あっせん相談センター

日本貸金業協会

合計

（注１）各指定紛争解決機関からの報告に基づき金融庁で作成。

（注２）計数は速報値である。

日本少額短期保険協会

成　立 成立以外

前期の
未済件数

当期の
受付件数

全国銀行協会

信託協会

生命保険協会

日本損害保険協会

保険オンブズマン

指定紛争解決機関の紛争解決手続実施状況
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

２．紛争解決手続の実施状況 （単位：件）

(指定紛争解決機関名)

（1）紛争解決手続件数（当期の状況） （２）紛争解決手続の終了事由別の内訳件数（当期の既済事件）
（３）紛争解決手続（不応諾及び移送を除く。）

の所要期間（当期の既済事件）

受付件数
計

当期の
既済件数

当期の
未済件数

【凡例】
○和 解・・・紛争解決委員が提示する和解案により解決したもの。
○特別 調 停・・・紛争解決委員が提示する特別調停案（和解案であって、金融機関が原則受け入れなければならないもの）により解決したもの。
○見込みなし・・・紛争解決委員が、紛争解決手続によっては、和解が成立する見込みがないと判断して終了したものなど。
○双方の離脱・・・紛争の当事者双方が、紛争解決手続によっては紛争の解決を図ることはしないこととして、合意により終了したもの。
○一方の離脱・・・紛争の当事者のいずれか一方が、申立ての取下げや手続からの離脱により終了したもの。
○不 応 諾・・・顧客の不応諾及び金融機関の正当な理由のある不応諾。
○移 送・・・紛争解決委員が、他の指定紛争解決機関の紛争解決手続に付することが適当と認めたもの。
○そ の 他・・・紛争解決手続が終了しているが、上記のいずれにも分類されないもの。

（資料３）




